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２．液状化の可能性について

2.1 過去の液状化履歴について

(1) 2008 年までの液状化履歴

若松(2011)は、日本の有史以来の地盤液状化履歴について、 745 年から2008年までをまとめ

ている。これより、茨城県内の2008年までの液状化履歴を図Ⅱ.2.1-1に示す。利根川、鬼怒川

沿いで、千葉県東方沖地震(1987)、関東大地震(1923)、霞ヶ浦付近の地震(1895)において液状

化が発生している。

図Ⅱ.2.1-1 2008年までに茨城県内で液状化が発生した地点

若松 (2011)
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(2) 2011 年東北地方太平洋沖地震の液状化発生地点

国土交通省関東地方整備局と地盤工学会は、東北地方太平洋沖地震で発生した関東地方の液

状化の実態を把握、解明するために、調査を実施し、成果を報告書に取りまとめた。

図Ⅱ.2.1-2に250mメッシュの微地形区分と液状化発生地点を重ねた図を示す。液状化発生地

点は、河川・湖沼周辺の低地部、沿岸部の埋立地に多く分布する傾向がみられた。図Ⅱ.2.1-3

に微地形区分と液状化発生メッシュの割合を示す。埋立地が最も多く、 35.1% を占め、次いで

三角州・海岸低地が 16.2% となっている。次に、図Ⅱ.2.1-4に関東地方１都６県の微地形ごと

の液状化発生メッシュの傾向を示す。埋立地で 20.2% 、旧河道・旧湖沼で 10.4% 、干拓地で

7.5%の割合で液状化が発生していた。

図Ⅱ.2.1-5～図Ⅱ .2.1-11 に、液状化発生地点の拡大図を示す。

図Ⅱ.2.1-2 関東地方の微地形区分図と2011年東北地方太平洋沖地震の液状化発生地点

国土交通省関東地方整備局、地盤工学会 (2011)
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図Ⅱ.2.1-3 250mメッシュ微地形区分と2011年東北地方太平洋沖地震の液状化発生地点の割合

国土交通省関東地方整備局、地盤工学会 (2011)
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図Ⅱ.2.1-4 微地形ごとの2011年東北地方太平洋沖地震の液状化発生傾向

国土交通省関東地方整備局、地盤工学会 (2011)
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若松・先名(2015)は、東北地方太平洋沖地震によって関東地方に発生した液状化とその被害、

および液状化地点の旧地形、微地形区分、造成履歴、液状化履歴などについてまとめている。

この中で、茨城県内の液状化発生状況について、図Ⅱ .2.1-12 ～図Ⅱ .2.1-21 に示す。

図Ⅱ .2.1-12 東北地方太平洋沖地震により関東地方で液状化が確認された地点の分布（マン

ホール・管渠の浮き上がり・堤体の液状化のみの地点は含まず。 2014.9.10 現在）

若松・先名(2015)
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図Ⅱ .2.1-13 関東地方の微地形区分と液状化発生メッシュ（図中の黒い四角枠）の分布

若松・先名(2015)
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図Ⅱ .2.1-14 茨城県太平洋沿岸地域の液

状化発生メッシュと微地形区分

若松・先名(2015)

図Ⅱ .2.1-15 霞ヶ浦地域の液状化発生メッシュと

微地形区分（凡例は図Ⅱ .2.1-13 と同じ）

若松・先名(2015)

図Ⅱ .2.1-16 土浦市中心部の液

状化発生地点（背景図は1905年

測量 1/5 万地形図「土浦 」）

若松・先名(2015)

図Ⅱ .2.1-17 鉾田市中心部の液

状化発生地点（背景図は1903年

測量 1/5 万地形図「鉾田 」）

若松・先名(2015)

図Ⅱ .2.1-18 取手市高須付近の

液状化発生地点（赤い領域と赤

丸地点。背景図は1903年測量

1/5 万地形図「龍ヶ崎 」）

若松・先名(2015)

図Ⅱ .2.1-19 利根川の浚渫砂による埋立

て・盛土地域と液状化発生地域（背景図は

1953年測量 1/5 万地形図「佐原 」）

若松・先名(2015)

図Ⅱ .2.1-20 下妻市鬼怒

における液状化発生地域

（赤い領域と赤丸地点）

若松・先名(2015)

図Ⅱ .2.1-21 下妻市鬼怒

付近の明治時代の鬼怒川

の流路（1907年測量 1/5

万地形図「水海道 」）

若松・先名(2015)
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2.2 液状化可能性の計算手法について

液状化予測計算は、基本的には道路橋示方書(2017)の方法に準じたFL法およびこれを深度方

向に重み付けして積分したPL法を用いた。なお、前述したように2011年東北地方太平洋沖地震

において茨城県内で液状化の発生があったことから、このときの実績をもとに予測手法の検討

を行った。

図Ⅱ.2.2-1に、液状化可能性評価および液状化に伴う沈下量の推定フローを示し、以下に手

法について述べる。

(1) FL 法

FL 法とは、検討対象とする地盤の液状化対象層を抽出し、液状化対象層それぞれについて、

液状化に対する抵抗力と地震力の強さとを比較し、液状化に対する抵抗率（ FL 値）を求める

手法である。

1 ）FL値

FL 値は、次式で与えられる。 FL 値が 1.0 を下回る層については、液状化が生じると判

定する。

FL ＝R/L …………… (1)

R＝ cwRL …………… (2)

図Ⅱ.2.2-1 液状化可能性評価および液状化に伴う沈下量の推定フロー

若松・松岡 (2 013)による

微地形区分

液状化対象微地形区分

谷底低地、扇状地、自然堤防、後背湿地、旧河道、
旧池沼、三角州、海岸低地、砂州・砂礫州、砂丘、砂

州・砂丘間低地、干拓地、埋立地、河川敷、河原

ボーリングデータ

土質試験データ

・土質区分

・N値

・地下水位の設定

・細粒分含有率の設定

地表最大加速度

道路橋示方書(2017)によ

る液状化評価手法

地盤の動的せん断応力比：R 地震時せん断応力比：L

各深度のFL値の算出

FL＝R/L

PL値の算出

液状化可能性判定

液状化対象メッシュの抽出

PL値による液状化可能

性の判定基準（岩崎ら）

建築基礎構造設計指針(200 1)

による補正N値と繰返しせん断

応力ひずみの関係

補正N値

補正N値から繰返しせん

断ひずみの設定

地盤の沈下量

FL値が１未満
東北地方太平洋沖地震

における液状化実績

液状化実績と予測判定結果

との比較

予測手法の再検討

液状化対策実施

の考慮

想定地震

東北地方太平洋沖地震

による予測手法の検討
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L＝γ dkhgL σ v/σv’ …………… (3)

γ d ＝ 1.0 － 0.015x …………… (4)

（レベル１地震動及びレベル２地震動（タイプⅠ）の場合）

cw＝ 1.0

（レベル２地震動（タイプⅡ）の場合）

cw＝ 1.0 （ RL ≦ 0.1 ）

cw＝ 3.3RL ＋0.67 （ 0.1 ＜ RL ≦ 0.4 ）

cw＝ 2.0 （ 0.4 ＜ RL ）

ここに、

FL ：液状化に対する抵抗率

R：動的せん断強度比

L：地震時せん断応力比

ｃ w ：地震時特性による補正係数

RL ：繰返し三軸強度比で2)で規定する

γ d ：地震時せん断応力比の深さ方向の低減係数

κ hgL ：液状化の判定に用いる地盤面の設計水平震度

ｃ z ：地域別補正係数で、茨城県ではレベル１地震動cz、レベル２地震動（タイ

プⅠ） c Ⅰ z 、レベル地震動（タイプⅡ） c Ⅱ z ともに、 1.0 とする。

σ v ：地表面からの深さ x （m）における全上載圧 (kN/m2)

σ v’ ：地表面からの深さ x （m）における有効上載圧 (kN/m2)

x ：地表面からの深さ（m）

2 ）繰返し三軸強度比 RL

繰返し三軸強度比 RL は、以下の式により算出する。

R＝ cwRL …………… (5)

RL ＝ 0.0882 √（Na/1.7）

RL ＝ 0.0882 √（Na/1.7）＋ 1.6 ×10-6・（ Na － 14 ）4.5

ここに、

＜砂質土の場合＞

Na ＝c1N1＋c2

N1 ＝170N(σvb’＋ 70)

c1＝ 1 （ 0% ≦ FC ＜10%）

c1＝ (FC＋40)/50 （10%≦ FC ＜60%）

c1＝FC/20－ 1 （60%≦ FC ）

c2＝ 0 （ 0% ≦ FC ＜10%）

c2＝ (FC－10)/18 （10%≦ FC ）
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＜れき質土の場合＞

Na ＝｛ 1 －0.36log10(D50/2)｝ N1

ここに、

RL ：繰返し三軸強度比

N：標準貫入試験から得られるN値

N1 ：有効上載圧 100kN/m2 相当に換算したN値

Na ：粒度の影響を考慮した補正N値

σvb’：標準貫入試験を行ったときの地表面からの深さにおける有効上載圧 (kN/m2)

c1,c2 ：細粒分含有率によるN値の補正係数

FC ：細粒分含有率 (%) （粒径 75μm 以下の土粒子の通過質量百分率）

D50 ：50%粒径 (mm)
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(2) PL 法

道路橋示方書（ 2017 ）に示された手順に従って、各深度での FL 値を算出し、その値を深

さ方向に重みをつけて足し合わせ、地点での液状化可能性を表す PL 値を算出し、この PL 値

によって液状化可能性判定を行う。液状化可能性判定は、岩崎ら (1980) による図Ⅱ .2.2-2 及

び表Ⅱ .2.2-1 に示すような関係により判定を行う。

  dxxFP lL  
20

0

5.0101 ――――（ 1-4 ）

ここに、

PL ：液状化指数

FL ：液状化に対する抵抗率

x ：地表面からの深さ（m）

図Ⅱ.2.2-2 PL値の概念図 （岩崎ほか（1980）に加筆）

表Ⅱ.2.2-1 PL値による液状化可能性判定区分 （岩崎ほか（1980）に加筆修正）

PL＝ 0 0 ＜PL≦ 5 5 ＜PL≦15 15＜PL

PL値による液状
化可能性判定

液状化可能性は
極めて低い。液
状化に関する詳
細な調査は不要

液状化可能性は
低い。特に重要
な構造物に対し
て、より詳細な
調査は必要

液状化可能性は
やや高い。重要
な構造物に対し
てより詳細な調
査が必要。液状
化対策が一般に
は必要

液状化可能性が
高い。液状化に
関する詳細な調
査と液状化対策
は不可避

地表面での波形

地表最大

加速度α

地震力

（ 深 さ に反

比例 し た

重み付け

： 10-0.5x ）
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2.3 想定対象範囲及び物性値

(1) 想定対象範囲

250m メッシュ微地形区分図より液状化対象となるメッシュを抽出し、GL-20m以浅の盛土

層（砂質土 ）、 砂質土層及び礫質土層を対象とした。

液状化対象メッシュとした微地形区分は、若松・松岡（ 2013 ）により、

谷底低地、扇状地、自然堤防、後背湿地、旧河道・旧池沼、三角州・海岸低地、砂州・

砂礫洲、砂丘、砂州・砂丘間低地、干拓地、埋立地、河川敷・河原

とした。

J-SHIS による 250m メッシュの微地形分布をもとに、液状化対象となるメッシュを図

Ⅱ .2.3-1 に示すように設定した。

図Ⅱ.2.3-1 液状化想定対象とした微地形区分

（凡例の赤枠で囲った微地形区分）微地形区分は J-SHS データによる
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(2) 地下水位

地下水位については、収集したボーリングデータの孔内水位を基に、以下の手順により推定

した。

1) 安田ほか(2009)を参照して、収集したボーリングデータの孔内水位と標高との関係を

250m メッシュ微地形区分毎にグラフにプロットし、最小二乗法により両者の関係式を推定

した。ただし、孔内水位と標高が逆相関となる微地形区分については、孔内水位は標高に依

存しないものとして関係式を推定した。

2) 1) の関係式をそのまま 250m メッシュの地下水位とすると危険側の想定になると考えられ

るため、関係式が孔内水位データの上位25%（第一四分位点）を通るように、以下のように

修正した。

（ 250m メッシュ地下水位）＝ a ×（ 250m メッシュ標高）＋ b ＋σ 25

ここで、

a ， b ：微地形区分毎に求めた標高と孔内水位の関係式の係数

σ25 ＝（ bor25 の孔内水位）－（ bor25 の標高から推定した地下水位）

＝（ bor25 の孔内水位）－｛ a ×（ bor25 の標高）＋ b ｝

bor25 ：微地形区分毎に収集したボーリングデータの（孔内水位）－（関係式から求

めた地下水位）を値の小さい順に並べたときに、上位25%（第一四分位点）に相当

するボーリングデータ

表Ⅱ.2.3-1 微地形区分毎の地下水位の推定式

3) 神栖市では砂利採掘跡地の埋め戻しが多くなされている。この場所でのボーリングデータ

を収集し、上記の考えにしたがって掘削跡地と埋土地の地下水位の設定を行った。

表Ⅱ.2.3-2 神栖市における埋土地及び掘削跡地の地下水位の推定式

a b σ25
谷底低地 0.005688 1.750 -1.914
扇状地 0.00000 0.550 -0.025
自然堤防 0.05265 1.883 -1.252
後背湿地 0.01617 1.567 -1.003
旧河道・旧池沼 0.07316 1.839 -1.272
三角州・海岸低地 0.04211 1.144 -0.818
砂州・砂礫洲 0.00000 1.829 -0.929
砂丘 0.00000 5.101 -2.853
砂丘間低地 0.00000 1.110 -0.248
干拓地 0.00000 1.869 -1.369
埋立地 0.00000 1.584 -0.584
河川敷・河原 0.03855 2.460 -1.472

a b σ25
埋立地・盛土地 0.07753 1.064 -0.349
掘削跡地 0.60610 0.174 -0.426

※（ 250m メッシュ地下水位）＝ a ×（ 250m メッシュ標高）＋ b ＋σ25
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谷底低地 扇状地

自然堤防 後背湿地

旧河道・旧池沼 三角州・海岸低地

図Ⅱ.2.3-2 微地形区分毎の標高と地下水位の関係 (1)
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砂州・砂礫洲 砂丘

砂丘間低地 干拓地

埋立地 河川敷・河原

図Ⅱ.2.3-3 微地形区分毎の標高と地下水位の関係 (2)
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掘削跡地 埋土地・盛土地

図Ⅱ.2.3-4 微地形区分毎の標高と地下水位の関係 (3)

図Ⅱ.2.3-5 採用した地下水位分布図
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(3) 細粒分含有率

Fc （細粒分含有率）については、茨城県内において収集した粒度試験の結果から、ボーリ

ング柱状図の土質区分の記載が「砂」及び「礫」であるものとして抽出し、亀井ほか（ 2002 ）

を参照してN値と Fc との関係についてグラフにプロットした。

図Ⅱ.2.3-6 茨城県内の粒度試験結果による N 値とFcの分布（砂質土)

図Ⅱ.2.3-7 茨城県内の粒度試験結果による N 値とFcの分布（礫質土)
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砂質土については非常にばらつきが大きいものの、概ね亀井ほか(2002)による Fc とN値と

の関係式と整合している。ただし、N値が大きい範囲では、亀井ほかよりも Fc の値が大きい

傾向にある。

このため、砂質土については次式のように Fc の値を設定した。

916(N＋ 9.21) －29.5 (N ＜ 14)
Fc ＝

10 （N≧ 14 ）

礫質土については、収集したデータより、Fc=10%とした。

図Ⅱ.2.3-8 平成８年度調査の粒径加積曲線（平成 8 年度茨城県地震被害想定報告書）

平成８年度調査では、液状化対象となる７つの土質区分ごとに、粒径加積曲線

よりFcとＤ 50 を設定した。
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(4) 50%粒径

礫質土の D50 （50%粒径）については、平成 8 年度茨城県地震被害想定調査における地盤調

査結果（Ag1についてはD50=4.27mm、Ag2についてはD50=3.95mm）を参照して、

D50=4mm とした。

図Ⅱ.2.3-9 沖積礫質土の粒径加積曲線

（平成 8 年度茨城県地震被害想定報告書）
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(5) 地表加速度

地震動予測で詳細法を用いた茨城県南部の地震、茨城・埼玉県境の地震、 F1 断層、北方陸

域の断層、塩ノ平地震断層の連動による地震、棚倉破砕帯東縁断層、同西縁断層の連動による

地震、太平洋プレート内の地震については、工学的基盤の加速度波形より工学的基盤の最大加

速度を求め、藤本・翠川(2006)による増幅度をかけて地表の最大加速度を求めた。

LogAFPGA = － 0.773 ・ log(AVS(30)/600)±0.200

地震動予測に簡便法を用いた茨城県沖から房総半島沖にかけての地震、相模トラフ沿いの

M8 クラスの地震については、計測震度より童・山崎（ 1986 ）の以下の関係式から換算した。

 PGAI 10log89.159.0 
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(6) 東北地方太平洋沖地震の液状化実績を反映した液状化の可能性

2011 年東北地方太平洋沖地震においては茨城県の広い範囲で液状化が発生した。（防災科

学技術研究所による、図Ⅱ .2.3-10 、図Ⅱ .2.3-12 ）。 しかしながら、今回作成した地盤モデ

ルと上記の液状化可能性の予測手法を用いた液状化計算では、神栖市等では東北地方太平洋沖

地震における実績と比べて狭くなっている範囲がある（図Ⅱ .2.3-13 ）。 一方で、利根川流域

等では実績と比べて大幅に広くなっている範囲が存在する（図Ⅱ .2.3-11 ）。 このような地域

では、建物被害量を計算すると揺れによる全壊棟数と比べて液状化による全壊棟数が大幅に多

くなり（つくばみらい市、利根町等 ）、 過大評価となる可能性がある。以上のことから、東北

地方太平洋沖地震における液状化の実績をある程度説明できるよう、予測手法の検討を行った。

1) 液状化対象となる土質区分

液状化対象とする土質区分については、「沖積砂質土」「沖積礫質土」「盛土」としている。

これらについて、以下のように見直した。

 「盛土」については、明らかに砂質土で構成されると判別される場合以外は、粘性土

で構成されるものとして対象外とした。

 加えて、 N 値 2 以下の「沖積砂質土」については、実際には粘性土主体であるものと

みなして、対象外とした。

 液状化対象とする微地形区分に該当するメッシュにおいて、液状化対象となる土質区

分が存在しない場合は、液状化可能性は「可能性ややあり」とした。

2) 液状化計算のための地表加速度

東北地方太平洋沖地震の250mメッシュ地表加速度を、東北地方太平洋沖地震の際に観測され

た地表の K-NET 、 KiK-net 波形から地表加速度と観測地点のメッシュの加速度増幅率を用いて

求めた。図Ⅱ .2.3-14 に地表加速度を示す。

3) 東北地方太平洋沖地震における液状化実績の反映

東北地方太平洋沖地震で液状化したメッシュにおいて、各想定地震（海溝型地震）の地表加

速度が東北地方太平洋沖地震よりも大きくなるにもかかわらず、PL値が 5 以下となる（液状化

可能性が「やや高い」「可能性あり 」） メッシュについては、以下の手順で液状化可能性を

「高い」に修正した。なお、内陸型地震については上記の修正を行わず、計算により求められ

た液状化可能性をそのまま採用した。

① 地表加速度の大きさを変化させた液状化可能性の計算を予め行い、各メッシュにおい

て液状化可能性が「高い」と判定される（ PL=5.01 ）地表加速度の大きさを求めてお

く（図Ⅱ .2.3-15 ）。

② 東北地方太平洋沖地震で液状化し、かつ地表加速度が東北地方太平洋沖地震より大き

いメッシュのうち、PL＜ 5 となる（地表加速度が①の値を下回る）メッシュについて

は、地表加速度の大きさを①で求めた PL=5.01 となる時の値に修正する。（ただし、

地表加速度の大きさは9,990galを上回らないものとする 。）
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③ ②で修正した地表加速度を用いて液状化可能性及び沈下量の計算を行う。

④ ③の計算結果で東北地方太平洋沖地震で液状化し、かつ地表加速度が東北地方太平洋

沖地震より大きいメッシュ（図Ⅱ .2.3-10 、図Ⅱ .2.3-12 ）のうち、液状化可能性が

「やや高い」「可能性あり」となるメッシュ（地盤モデルで液状化対象層が存在しな

いなどの理由による）については、 PL=5.01 （液状化可能性：高い）とする。沈下量

については、東北地方太平洋沖地震で液状化したメッシュのうち、 5 ＜PL≦15となる

メッシュの沈下量の頻度分布（図Ⅱ .2.3-16 ）を微地形区分別に作成し、求められた

平均値（表Ⅱ.2.3-3）を採用した。頻度分布の得られなかった地形区分については、

沈下量=0cmを採用した。

4) 液状化対策実施の反映

県内市町村への液状化対策実施状況に関するヒアリング結果を踏まえて、液状化対策が実施

された範囲（図Ⅱ .2.3-17 ）については、液状化可能性を「対象外」に修正した。

5) 凡例の変更

液状化可能性及び沈下量の計算結果を図Ⅱ .2.3-18 に示した。なお、図Ⅱ .2.3-19 に、図

Ⅱ .2.3-10 に示した東北地方太平洋沖地震における液状化地点の分布を再掲する。東北地方太

平洋沖地震における液状化の発生は、予測においてはPL＞ 5 のメッシュで対応している。

東北地方太平洋沖地震における液状化発生の分布状況と上記の方法による液状化可能性分布

を踏まえ、以下のように凡例を変更した。

表Ⅱ.2.3-3 液状化の可能性の凡例

色 旧表記 新表記 PL値

赤色 高い 非常に高い 15＜PL

濃い橙色 やや高い 高い 5 ＜PL≦15

薄い橙色 低い やや高い 0 ＜PL≦ 5

黄色 極めて低い 可能性あり 0

灰色 対象外 可能性ややあり 判定対象微地形

（震度５弱以上）
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図Ⅱ .2.3-10 東北地方太平洋沖地震におけ

る液状化地点の分布

（防災科学技術研究所による）

図Ⅱ .2.3-11 液状化可能性予測結果

（旧手法による）

【東北地方太平洋沖地震】

図Ⅱ .2.3-12 東北地方太平洋沖地震における

液状化地点の分布（神栖市拡大）

（防災科学技術研究所による）

図Ⅱ .2.3-13 液状化可能性予測結果

（神栖市拡大）（旧手法による）

【東北地方太平洋沖地震】
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図Ⅱ .2.3-14 観測波形を補間して計算

した地表加速度分布

【東北地方太平洋沖地震】

図Ⅱ .2.3-15 PL=5.01 となる地表最大加速度

図Ⅱ.2.3-16(1) 東北地方太平洋沖地震で液状化したメッシュのうち、液状化可能性が

旧表記で「やや高い」（ 5 ＜PL≦15）と判定されたメッシュの沈下量の頻度分布
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図Ⅱ.2.3-16(2) 東北地方太平洋沖地震で液状化したメッシュのうち、液状化可能性が

旧表記で「やや高い」（ 5 ＜PL≦15）と判定されたメッシュの沈下量の頻度分布

表Ⅱ.2.3-3 東北地方太平洋沖地震で液状化

したメッシュのうち、液状化可能性

が旧表記で「やや高い」（ 5 ＜PL≦

15）と判定されたメッシュの沈下量

の平均値

微地形区分 メッシュ数 平均沈下量(cm)
自然堤防 64 3.05
後背湿地 58 1.91
旧河道・旧湖沼 41 3.20
三角州・海岸低地 211 2.14
砂州･砂礫州 110 3.30
砂丘 60 3.10
砂州・砂丘間低地 4 2.25
干拓地 48 2.46
埋立地 34 1.85
河川敷・河原 21 2.95
合計 651 2.59
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図Ⅱ .2.3-17 液状化対策実施範囲

鹿嶋市、潮来市、

神栖市、東海村
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図Ⅱ .2.3-18 液状化可能性と沈下量【東北地方太平洋沖地震】

左図：液状化可能性、右図：沈下量

図Ⅱ .2.3-19 液状化発生地点【東北地方太平

洋沖地震】（図Ⅱ .2.3-10 の再掲）

（防災科学技術研究所による）
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2.4 液状化可能性の予測結果

液状化可能性の予測結果について、図Ⅱ .2.4-1 ～図Ⅱ .2.4-6 に示す。

図Ⅱ.2.4-1 液状化の可能性【茨城県南部地域で発生するM7クラスの地震】

左図：茨城県南部の地震、右図：茨城・埼玉県境の地震

＜

図Ⅱ.2.4-2 液状化の可能性【県北部の活断層による地震】

左図：F1断層、北方陸域の断層、塩ノ平地震断層の連動による地震

右図：棚倉破砕帯東縁断層、同西縁断層の連動による地震



Ⅱ 自然現象の予測について

２．液状化の可能性について

Ⅱ-61

図Ⅱ.2.4-3 液状化の可能性【太平洋プレート内の地震】

左図：県北部鉛直傾斜モデルケース 3 （南部）

右図：県南部鉛直傾斜モデルケース 3 （南部）

図Ⅱ.2.4-4 液状化の可能性

茨城県沖から房総半島沖にかけての地震
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図Ⅱ.2.4-5 液状化の可能性

相模トラフ沿いのM8クラスの地震

図Ⅱ.2.4-6 液状化の可能性

地殻内一律Mw6.8の地震
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2.5 沈下量の予測結果

平成 23 年（ 2011 年）東北地方太平洋沖地震後に発表された内閣府（ 2012 ）では、 FL

値の計算結果より『沈下量』を求め、これを液状化可能性の評価指標としている。

加えて、内閣府（ 2012 ）では、液状化による建物被害の算出において、『沈下量』と建物

被害との被害率曲線を用いていることから『沈下量』についても試算を行った。

液状化に伴う地盤の沈下量S は、建築基礎構造設計指針（日本建築学会 , 2001）に示されて

いる補正 N 値と繰返しせん断ひずみの関係を用いて、補正 N 値と応力比のプロット点に対

応する繰返しせん断ひずみを隣接するγcy 曲線の対数補間により求める。

このとき、繰返しせん断ひずみ 8 ％の曲線より左側にプロットされる場合にはγ cy ＝ 8 ％

とし、 0.5 ％より右側にプロットされる場合には、γ cy ＝ 0.5 ％とする。

繰返しせん断ひずみγ cy を体積ひずみ  εv として読み替える。そして、沈下量S を次のよう

にして推定する。

S ＝ H i ×εv i ) , i = 1～ n

S ：沈下量

H i ： FL ＜ 1.0 となる砂質土層 i の層厚

ε vi ： FL ＜ 1.0 となる砂質土層 i の体積ひずみ

n ： FL ＜ 1.0 となる砂質土層数

図Ⅱ.2.5-1 補正 N 値と繰返しせん断ひずみの関係

（建築基礎構造設計指針（日本建築学会 , 2001）， p.66 図 4.5.7 補正N値と繰返しせん

断ひずみの関係に加筆）
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液状化による沈下量の予測結果について、図Ⅱ.2.5-2～図Ⅱ.2.4-7に示す。

図Ⅱ.2.5-2 液状化による沈下量【茨城県南部地域で発生するM7クラスの地震】

左図：茨城県南部の地震 、右図：茨城・埼玉県境の地震

図Ⅱ.2.5-3 液状化による沈下量【県北部の活断層による地震】

左図：F1断層、北方陸域の断層、塩ノ平地震断層の連動による地震

右図：棚倉破砕帯東縁断層、同西縁断層の連動による地震
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図Ⅱ.2.5-4 液状化による沈下量【太平洋プレート内の地震】

左図：県北部鉛直傾斜モデルケース 3 （南部 ）、 右図：県南部鉛直傾斜モデルケース 3 （南部）

図Ⅱ.2.5-5 液状化による沈下量

茨城県沖から房総半島沖にかけての地震



Ⅱ 自然現象の予測について

２．液状化の可能性について

Ⅱ-66

図Ⅱ.2.5-6 液状化による沈下量

相模トラフ沿いのM8クラスの地震

図Ⅱ.2.5-7 液状化による沈下量

地殻内一律 Mw6.8 の地震


